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１．研究計画の概要 

日本と米国における学校の機能の捉え方
に対する議論を歴史的に整理し、特別支援教
育における新しいカリキュラムの考え方、す
なわちインクルーシブ・カリキュラム開発の
あり方を提案することを目的として、具体的
には以下の手続きを計画した。 
 

(1)日本における障害児(主として知的障害)
のための特別な指導の場と特別カリキュ
ラムの形成過程及び指導の展開の検討 

(2)米国における障害児(主として知的障害)
のための特別な指導の場と特別カリキュ
ラム形成過程・指導展開の検討 

(3)米国におけるインクルーシブ教育実践に
関する議論等の変遷の検討 

 
２．研究の進捗状況 
(1)日米の知的障害児教育カリキュラムの形

成過程： 
日米ともに知的障害児に対する教育的対

応では、知的教科（国語，算数，理科，社会）
よりも技能的教科（図工・音楽・体育）の時
間を増やし、教科指導よりも生活指導を中心
とした総合的な学習を行うことが重要視さ
れてきた。学校教育が、「教科教育を中心と
する認識能力の形成機能」（教科課程）と「価
値観や道徳性、社会性の発達の育成機能」（道
徳・特別活動などの教科外課程）の大きく２
つの機能を有するとすれば、知的障害児の学
校教育実践は、「育成機能」を重視して展開
してきたといえる。これは、教科課程と教科
外課程の比重が、通常カリキュラムと知的・

発達障害児の教育とで、実態として異なって
くるという結果を生じさた。このことは、日
本においては、「知的障害教科」という独自
の教科設定を生じさせる結果にもなった。す
なわち、知的障害者は知的機能の「限定的発
達」があることを前提に、文字・教科書によ
る間接経験教授を中心とする通常教育のカ
リキュラムに替えて、生活カリキュラムある
いは経験カリキュラムが適用されたわけで
ある。知的障害児の成長や能力獲得の評価は、
「社会生活能力」を指標とし、社会生活能力
の形成そのものが目的とされた。 
(2)米国におけるインクルーシブ教育実践に

関する議論や実際の対応： 
知的障害者に必要なカリキュラム開発の

考え方の一例として 1990 年代の“Life goal 
curriculum planning approach”に関する文
献情報の収集、2000 年代以降のジェネラル・
カリキュラム・アクセシビリティ関する文献
の収集を行なった。これにより、改正初等中
等教育法（NCLB 法）制定前後の議論や実際的
対応について分析する準備が整った。 
 また、障害児の通常カリキュラムへのアク
セ ス を 支 え る 人 的 資 源 と な っ て い る
Paraeducator（教育補助員）の導入とその役
割の変遷について検討した。その結果、
Paraeducator の活用は、教員不足への対応と
して始まり、マイノリティーへの公教育保
障・雇用機会の提供へと、さらには、障害の
ある児童生徒への適切な教育の提供のため
へと拡大し、その人数も増加してきたこと、
また、当初 Paraeducator は、児童生徒に直
に接することのない事務を担当したが、現在



では指導業務が中心となってきていること
が明らかになった。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
(理由) 
 設定した 3つの手続きについて、２．進捗
状況に示したように、それぞれの結果が得ら
れていることから上記評価が妥当であると
判断した。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1)日本の障害児教育・特別支援教育におけ
るカリキュラムの展開について、主として学
習指導要領の改訂内容を比較するとともに、
改訂に伴う教育課程の編成に関する議論や
学校教育実践例を分析することで、通常カリ
キュラムと特別カリキュラムの関係を考察
する。 
(2)米国における改正初等中等教育法（NCLB
法）制定前後の議論や実際的対応を中心に分
析することで、教育水準にもとづくカリキュ
ラムを障害の有無に関わらず導入すること
の可能性と問題点について考察する。 
(3)これまでの成果と上記(1)(2)の成果を総
合して、カリキュラム開発のあり方について
考察する。 

日本特殊教育学会、障害科学学会等におい
て学会発表ならびに論文投稿を行うことで、
当該分野の専門家等とのディスカッション
を行い、考察を深める。 
  
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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